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福祉施設の実践事例発表
〜役立つ活かせる工夫とアイデア
　介護・障害者・児童福祉施設の現場では、スタッフが日々の利用者への援助・支援においてさまざまな
創意・工夫を行うことによって、福祉サービスの改善、質的な向上がはかられています。こうした創意・
工夫は、全国の福祉施設で活かせるアイデアとノウハウです。
　本講座では、創意・工夫の情報を共有することで、福祉サービスの質の向上をはかることを目的として、
福祉施設での実践事例、研究発表をご紹介しました。
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■	事例発表1

「寝たきりにさせない」
障害施設での10年間の取り組み
機能訓練の導入と国際福祉機器展による育成
について
武田	和大	氏
社会福祉法人北ひろしま福祉会	機能訓練センター

■	取り組みのきっかけ
　私たちの法人は、昭和24年設立以来、知
的障害施設として事業を行ってきました。若
かった利用者も高齢化し転倒が増え身体に
障害のある利用者が増えてきました。そんな
中、平成18年に重症心身障害児者通園事業を
始めることになり、通園事業で知識や技術を
身に付け、それを入所支援事業所にも活用し
ていこうと考えました。これが、今回の取り組
みを始めたきっかけです。

■	機能訓練の導入
　ここでは、主な取り組みを4期に分けてご紹
介します。第1期、2期は、機能訓練の導入期
です。

第1期　平成18年・19年
●	通園事業でストレッチなどを開始
●	通園事業の活動に、施設入所支援の利用
者や職員が参加。感覚統合や運動療法を
実施

●	通園事業の入浴や移乗介護を、施設入所
支援の職員とともに実施

第2期　平成20年・21年
●	通園事業の生活介護で数名の利用者を支
援

●	通園事業の職員が、施設入所支援利用者
の訓練を実施

●	施設入所支援の職員と業者とで、福祉用
具を作製

●	通園事業職員による法人内研修会の実施
（介護技術・接触嚥下・ストレッチ）

■	機能訓練を法人全体に展開
　次の第3期は、通園事業で実施していた機能
訓練を法人内の他の施設に展開していきまし
た。「機能訓練センター」の前身である機能訓
練課も、この期に新設しました。

第3期　平成22年・23年・24年・25年
●	「機能訓練課」を新設。通園事業の担当
者を配置して法人全体の動きへ

●	法人委員会として「機能訓練専門委員
会」を設置。各施設で委員を任命し事例
を共有、育成を目指す

●	施設入所支援の利用者に介護予防訓練や
個別訓練を開始

●	 ストレッチ検定 を開始
●	言語聴覚士の訪問指導を開始

●	国際福祉機器展への職員派遣を開始

　ここまでの取り組みにより、次のような成果
を得るとともに、課題も見つかりました。

第3期までの成果
●	職員の知識や技術が向上。身体介護への
恐怖心が減少し、利用者の変化にも敏感に

●	専門職の指導を写真付きでマニュアル
化。職員の理解と技術を均一化

●	言語聴覚士による訪問指導で食事支援が
改善。誤嚥性肺炎がほぼ見られなくなった

●	機能訓練と介護予防訓練により、寝たき
りになる方が自立歩行可能に

課題
●	訓練や用具、身体状況ばかりに注目し、
利用者の思いや希望への配慮が後回しに
なっていないか？

ストレッチ検定について

　訪問での理学療法士や作業療法士が作成し
た訓練メニューを職員が安全かつ一定のレベ
ルで実施することを目的に開始しました。検
定では、実際に職員が利用者にストレッチを
行い、内容や動きに関する声かけ、痛みや不
快感の確認、関節の動きや安全面、事故防止
への意識などを見た上で、機能訓練センター
所長が合否を確認し、総合施設長が決定し
ます。その際、職員に個別指導が必要な場合
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は、口頭指導だけでなく、実際にストレッチを
体験してイメージを掴んでもらえるよう心がけ
ています。

■	より充実した機能訓練のために
　第4期からは、機能訓練をより充実していく
ために取り組んでいます。

第4期　平成26年〜

●	機能訓練課を 機能訓練センター とし、
理学療法士や看護師などの専門職員を配
置

●	施設入所支援で歯科医院と連携。歯科衛
生士による口腔ケアを開始

●	機能訓練センターで摂食嚥下訓練を開始
●	介護リフトや移乗具の導入
●	個別のリハビリテーション計画書を作成
●	介護保険事業への参入

機能訓練センターについて

　「寝たきりにしない・させない」を目標に、
利用者の生活の質を維持できるよう支援する
部として、平成26年より機能訓練課を機能訓練セ
ンターに改めました。職員と各専門職とが連携
し、利用者の残存能力の維持と、必要に応じ
た福祉器具の導入・開発を行います。また、
利用者の希望を実現することを大切に考え、
職員とともにリハビリテーション計画を作成
し、実施しています。利用者が最後まで自分
らしく生きることができるよう、最大限努力し
ています。資料①は、機能訓練センターによ
る法人内研修の様子です。
　この法人内研修では、机上の学習だけでな
く、実際に体験してもらうことに重点を置きま
した。講師として機能訓練専門委員、アドバ
イザーとして機能訓練センターの専門職員を
配置し、小研修も実施しています。
　ここで大切なのは、研修内容が、実際に支
援現場で生かされるかどうかです。当初はリ
ハビリや福祉用具の必要性を認識していない
現場もあったため、研修では丁寧な説明が必
要でした。根気強く研修を行った結果、今で

は多くの現場で欠かせないものとして認識さ
れています。

リハビリテーション計画書について

　第3期までに挙がった課題を踏まえ、利用者
の希望に配慮した個別のリハビリテーション計
画書を作成することにしました。作成方法は
次の通りです。

作成方法

①	利用者の要望や特性を、支援職員から
理学療法士に伝える

②	理学療法士が、筋力や可動域などの身
体評価を実施。生活面はバーセルイン
デックスを使い、支援職員が評価

	　⇒専門職と生活支援職員の融合評価　
③	理学療法士が計画書を作成
④	利用者に同意を得て実施
⑤	半年後に再評価

　計画書の作成にあたっては、支援職員と理
学療法士が一緒に考えることを大切にしまし
た。計画書にもとづく支援の事例を、Aさんの
ケースでご紹介します。Aさんは、パーキンソ
ン病や脳梗塞、脊柱管狭窄症などを併発して
おり、食事時も顔が上げられないほど座位姿
勢が悪く、歩行時も職員2名の支援が必要でし
た。短期的な目標として座位姿勢の保持を掲
げていましたが、本人から「お気に入りのパ
ン屋に行きたい」との希望をいただいたので、
これを実現できるよう、リハビリ計画を立てま
した。そして、体幹や下肢のストレッチを日課
として行った結果、前屈症状が改善し、希望
通りパン屋に出かけることができるようになっ
たのです。利用者の思いに寄り添うことの大
切さを、改めて感じました。

■	国際福祉機器展を活用した		職員の育成
　第3期から始めたこの研修には、これまでに
のべ40名ほどが参加しています。研修の趣旨
や目的を理解し、多くの情報や学びを持ち帰
ることができるよう、次の取り組みを行ってい

ます。

研修前
●	所属する事業所の支援職員に見
てきてほしいものを聞き取る

●	担当する利用者のことを考えて
福祉用具について調べる

研修後

●	調べたことや学んだこと、業務
の改善点などを自分の事業所だ
けでなく法人内に報告

●	会場で配布された資料やサンプ
ルをファイルして閲覧

研修を経て購入した歩行器などは、利用者に
大変喜ばれました。

■	まとめ
　10年間の取り組みにより、次のような成果を
得るとともに、体制の整備ができました。

●	専門職の配置により、利用者がより早く
生活の場に戻ることができるようになっ
た

●	職員の生活支援力が向上
●	国際福祉機器展参加により用具への関心
が向上。導入した用具での効果が見られ
る

●	多職種連携によるチーム支援体制を確立
●	咀嚼や口腔ケアの知識が向上
●	訓練センターで定期的な咀嚼訓練を実施
●	リハビリテーション計画書を導入。検定
に合格した職員が実施できるよう、理学
療法士がメニューを作成

　利用者を最も理解しているのは、生活支援
を行う職員です。したがって、職員の知識や
経験を増やし、専門職と一緒に考えて実施す
ることが大切です。法人は、職員が安心感と
自信を持って支援ができる環境をつくらなけ
ればなりません。施設は病院ではなく「生活
の場」です。利用者や家族の希望を叶えるこ
とで、利用者が自分らしく生活できるよう、こ
れからも支援を続けていきます。

■	事例発表2

TEACCHプログラムの手法を
活用したアプローチ
山口	晃司	氏
社会福祉法人阪神福祉事業団	ななくさ育成園

■	TEACCHプログラムとは
　ななくさ育成園では、自閉症の方をはじ
め、さまざまな障害を有する利用者に対し、
最大限、個性に配慮した支援を行っています。
　ここでは、資料②のような特性を持つ自閉
症の方に、「TEACCHプログラム」の手法の一
部を活用した取り組みをご紹介します。
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につなげていきます。「SITTOTTO」と
は、育成園オリジナルの評価システムで
す。決まった枠内に塗り絵ができるかな
ど、1時間ほどをかけてチェックするも
のです。
　次に「日中活動」についてです。活
動スペースは職住分離を意図的に設定
し、利用者が気持ちの切り替えを行い
やすいように配慮しています。ここで
は、一人ひとりが課題に取り組むこと
で、達成感を味わったり、地域の作業
所で働くためのスキルを身に付けたりな
どしています。例えば、紐に専用のビー
ズを通してアクセサリーを作る作業や、
入浴剤の計量など、利用者一人ひとり
の強みを生かしながら作業を行っていま
す。
　また、靴下の仕分けや衣類を畳むな
ど、生活に必要なスキルをトレーニング
する課題も行っています。これらは、利
用者自身の生活の場面に生かされます。
　「自活棟」は、法人の敷地内にある施設で、
利用者が将来、地域で生活ができるよう、さ
まざまなトレーニングを行う空間です。
　例えば、ある方には、人の声を録音した音
声タイマーとスケジュールカードを渡し、朝食
や歯磨き、洗濯などを行っていただいていま
す。これは、職員が声をかけなくても、自立し
て行動することを目指した支援です。
　また、バスなどの公共交通機関を利用し
て、買い物や散髪に行くトレーニングも行いま
す。バスの利用では、乗り降りの際に決まっ
た場所にICカードをタッチするトレーニング
や、正しいバスの乗降の仕方を説明するビデ
オを作成するなどし、対象の方々に見ていた
だいたりしました。

　買い物では、会話によるコミュニケー
ションが難しい方には、あらかじめ「ポ
イントカード等はありません。この中か
らお金を取ってください。レシートや領
収書・おつりを入れてください」と明記
したカードを提示し、財布を渡してお店
の方に対応していただくなどの手法を
取っています。

■	 利用者の通院や手術の		 支援を通して
　自閉症の方が地域で生活するにあた
り、困難が生じやすいのが病院の利用
です。そこで、自閉症のAさんに対す
る、病院への通院や手術の支援につい
てご紹介します。
　Aさんは20代の男性で、自閉症を有す
る重度の知的障害で、てんかんもあり、
障害支援区分は6です。若年性の白内障
と診断され、入院や手術をすることに
なりました。その際、本人の母親ととも

に、Aさんの障害特性から予測される、あらゆ
る行動を事前に病院に伝えました。
　それでも、想定外の行動があり、その度に
対応に追われましたが、何とか手術を終えま
した。Aさんが施設に戻られてからは、点眼が
必要であることを理解していただけるよう働き
かけ、職員がケアを行いました（資料⑥⑦）。
　この支援を通して、私たち職員は、利用
者の言葉にできない思いを、こまやかに感じ
取る姿勢が大切だと、改めて気づかされまし
た。今後も利用者に寄り添うことで、こうした
思いをくみ取っていきたいと思います。
　また、自閉症の方が病院を利用するには、本
人と家族、職員、医療機関が一つのチームと
なって臨む必要があることも分かりました。関
係者との連携を日常的に構築し、ご本人と社会
資源とのつながりを強めていくことが、今後の
課題です。

■	事例発表3

BCP（事業継続計画）の実践事例
東日本大震災の経験と次なる災害への備え
菊池	俊則	氏
社会福祉法人若竹会	法人事務局長

■	被災して感じたBCPの必要性
　私どもの法人は岩手県に所在しており、2011
年の東日本大震災で大きな被害を受けました。
今回は、被災後の対策を皆さまにお伝えするこ
とで、災害の備えについてお考えいただければ
と思います。
　若竹会は、岩手県の太平洋側にある宮古
市、岩泉町、山田町、田野畑村を有する、非
常に大きな福祉圏域に位置しており、面積とし
ては、神奈川県がすっぽり入るくらいです。

　「TEACCHプログラム」は、アメリカのノー
スカロライナ州で実施されている、自閉症な
どコミュニケーションに障害がある子どもたち
や、その家族に対する包括的対策プログラム
の名称です（資料③）。
　今回ご紹介する事例では、「不適切な行為で
はなく、得意なことに目を向けて伸ばす」「自
閉症の方の適応力を高め、一人ひとりが理解
しやすい環境を整える」の2つの方法を用いて
います。
　「得意なことを伸ばす支援」では、例えば、
ズボンの紐を独自の方法で結ぶことを繰り返
す方に、活動プログラムとして「紐結び」を
提供し、商品の飾り紐を作ってもらうといった
ことです（資料④）。

■	利用者に合わせたトレーニング
　私たちはTEACCHプログラムを「“ちいきへ
いこう”支援プログラム」（資料⑤）で実践して
います。特に、「評価（SITTOTTO）」「日中
活動」「自活棟の利用」「外出支援」に絞って
取り組みをご紹介します。
　まず「評価」とは、その方の得意なことや
苦手なこと、コミュニケーションの取り方など
を知ることです。これを日中活動の支援など
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震災時は、山田町にある老人保健施設が完全
に津波にのみ込まれ、70名の入所者と職員が
亡くなりました。宮古市だけでも、死者が420
人、関連死が53人、行方不明者が94人、家屋
倒壊が2,098棟となっています（2016年2月末時
点／資料⑧）。
　私どもは、被災から半年後、法人として災
害時にどのような対応が必要なのかを整理し
ました。しかし、速やかな情報発信と管理、
労働力の確保など、さまざまな項目が挙がり
ながらも、なかなかすべてを解決する方法を
見つけられずにいたのです。
　そんな中で出会ったのが「BCP」です。震
災時、私たちが考えたことの一つに「災害時
における社会福祉法人・施設の使命」があり
ます。まずは、利用者と職員、法人を守るこ
とが大切ですが、それだけでなく、やはり公
益性のある法人として、地域に手を差し伸べ
る力を日頃から備えておかなければならないと
感じました。実は、この考え方がBCPにつな
がっていくのです。

■	BCPの概要と作成のポイント
　BCPとは、事業継続計画のことです。多く
の激甚災害では、発生した瞬間からサービスが
大きく低下します。自らの施設や職員、利用
者が被害を受けるだけでなく、地域の方も被
災し、他法人などからは、避難した利用者の
受け入れを依頼されるなど、災害時特有の
ニーズが発生します。こうした中で、できるだ

け短時間でサービスを復旧するのに必要なの
が、BCPなのです。
　これは国際規格にもなっており、社会福祉
業界独特のものではありません。私どもはこ
のBCPを導入すれば、災害後のサービス復旧
に時間がかかったり、何カ月経っても元の状
態に戻せなかったりといった事態を、避けるこ
とができると考えました。資料⑨はBCP作成
のポイントです。
　まずは「初動対応」で生命を守り、次にBCP
を発動し、「災害対策本部」を設置します。こ
こでは主に安否確認や情報収集、情報発信を
行います。それから「事業継続・復旧活動」
として、対策や方針を決定していきます。
　ここでもう一つポイントとなるのが「ボトル
ネックの特定」です。これは、復旧を長引か
せる原因が何かを特定するということです。
例えば施設職員の8割が被災してしまった場
合、サービスを継続するためにはまず人材を
確保しなければなりません。災害時は、人や
物、情報やお金などの資源をハイペースで配
分し、共有して、地域にも還元することが求
められます。

■	BCM体制の構築
　BCPを計画のままで終わらせず、実際に機
能させるために必要なのがBCM（事業継続マネ
ジメントサイクル）です（資料⑩）。
　私どもは法人内の組織としてBCM体制をつ
くり、月1回は委員会活動を行い、年1回は職

員全員で総合訓練を行います。そして、その
結果を踏まえてBCPを見直し、常に最新の状
態にしておくのです。やはり、どんなにしっ
かりした避難訓練のマニュアルを作成してい
ても、まったく見直しをせずに数年経ってい
たら、いざというときにほとんど機能しないと
いった可能性もあります。したがって、定期
的に訓練などをして計画を診断し、必要があ
れば見直すことが大切です（資料⑪）。

■	2度目の災害でBCP発動
　2016年8月31日、私どもはこのBCPを実際に
発動することになりました。台風10号が勢力
を保ったまま岩手県沿岸に上陸したのです。豪
雨による大規模な河川の氾濫や土石流で、多く
の家屋が全半壊する被害を受けました。
　私どもの法人では、台風で浸水しそうな施
設の利用者を、別の施設に分散して移動し、
道路の寸断で帰宅できない職員には、施設で
宿泊してもらいました。また、普段、子どもを
保育所に預けて働いている職員には、保育所
の休園に対応し、子連れで出勤できる体制を
つくりました。BCPに則った対応を行ったこと
により、震災時に比べて組織内のストレスが
ほとんどなく、被害が拡大することもありませ
んでした。
　一方、近隣の福祉施設が甚大な被害を受けた
ため、私どもでは100人ほどで泥かきなどの支
援を行いました。加えて、被害が甚大だった岩
泉町へは、岩手県災害派遣福祉チーム（福祉版

DMAT）に、職員を派遣しまし
た。
　岩泉町は東京都より大きな町
でありながら、人口は1万人以下
と、非常にマンパワーが不足し
ている地域です。そこで、県内
の市町村社協がローテーション
を組んでサテライト災害ボラン
ティアセンターを立ち上げまし
た。私どもも地元の法人として
お手伝いをさせていただいてい
ます。最近は、時間の経過にし
たがい、被災地のボランティア
に対するニーズが緊急的なもの
からまったく違ったものへと変
化しているのを感じています。
　さまざまなことが貴重な経験
になると考え、私どもも中長期
的に関わっていきたいと思って
います。将来、人口減少に伴
い、岩泉町のような地域が増え
てくると思われます。今後、社
会福祉法人が果たすべき役割
は、ますます大きなものになっ
ていくのではないかと感じてい
ます。
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■	事例発表4

障害児への理解を深める
地域の保育所との交流保育
塘林	敬規	氏
社会福祉法人肥後自活団	大江学園	施設長

■	保育活動に取り組んだ経緯
　私どもの法人は前身を「熊本貧児寮」と
いい、私の曽祖父が明治25年に設立したもの
で、今年で創設125年を迎えます。今でいう児
童養護施設です。さまざまな環境の変化によ
り、昭和40年に障害児入所施設、そして、平
成元年からは、障害者支援施設を併設するな
どして事業に取り組んできました（資料⑫）。
　大江学園に初めて未就学児を受け入れたの
は、平成18年のことです。3歳の男児でした
が、ご家族から「就学前に一般の子どもと同
じ勉強をさせてほしい」との希望を受けたこと
が、独自の保育活動に取り組むきっかけにな
りました。
　その翌年から、大江学園では、入所してい
る未就学児に対して、これまでの障害児支援
により培った知識や技術、経験を生かして、
特性や年齢ではなく、子ども一人ひとりに合
わせた保育を展開してきました。入所施設で
あることから、子どもたちには、家庭から保育
所に通うような体験をしてもらうため、スモッ
クを着てもらうなど工夫しています。

■	交流保育を導入
　保育活動を行って数年が経過したころか
ら、いろいろな壁にぶつかるようになりまし
た。その一つが、ある程度で子どもの成長が
緩やかになる点です。2〜 3歳の子どもは年上
の子どものまねをすることで成長できますが、
年長クラスになると、まねをする対象がいない
ため、発達的刺激が不足してしまうのです。
集団遊びが成立しにくい、おもちゃの取り合
いなどですぐに大人の介入を求めるなどの状
況をどう打開したらよいか、一般の保育所に

アドバイスを求めました。すると、逆にその保
育所では、資料⑬の課題を抱えていることが
分かったのです。
　そこで生まれたアイデアが「交流保育」で
す。互いの強みを生かして課題を補い合うこ
とが、双方のメリットになると考えたのです。
　この取り組みを始めるにあたり、学園と保
育所とで、何度も入念な打ち合わせを行いま
した。学園と保育所、それぞれの保育士が考
えたプランをすり合わせたり、年度初めには
年間スケジュールを組んだりと、定期的な打
ち合わせを重ねています。
　最初の交流保育は、学園の敷地内にあるさつ
まいも畑でのいも掘りです。学園の子どもも保
育所の子どもも、分け隔てなく楽しくいも掘り
ができました。食育も兼ね、掘ったさつまいも
で栄養士がおやつを作り、皆で一緒に食べまし
た（資料⑭）。
　また、夏には学園の大きなプールを利用し
た交流も行いました。学園の子どもが、保育
所の子どものバタ足をまねることで、初めて自
分もバタ足ができるようになったという場面が
見られました。
　他にも、学園の子どもが皆で保育所に行く
こともあれば、学園の年長クラスだけで、保
育所の年長クラスで1日体験をするなどの交流
の仕方もしています。現在、2カ所の保育所と
組んでいますが、社会福祉法人同士だからこ
そできる交流保育が実現できていると感じて
います。

■	交流保育の成果
　資料⑮は、体育館での交流保
育の様子です。左に写っている
学園の子どもが、どうしてもス
ムーズに遊べずにいたところ、
右に写っている保育所の子ども
がさっと手を差しのべてくれた
のです。ちょっとしたサポート
で、自分と同じことができるの
だと気づいてもらえた瞬間では
ないかと思います。
　また、人前であいさつができ
ず、皆の輪にも入ることができ
ずに泣いてばかりいた学園の子
どもが、交流保育を続けること
で、小学校に上がるころには、

あいさつができるようになり、集団行動もス
ムーズにできるようになった例もあります。
　この取り組みにより得られた成果を、次にま
とめました。

交流保育による成果

●	交流による刺激を受け、伸びる芽が早く
出てくるようになった　

●	保育所の子どもが、障害のある子どもの
存在を知り、地域で一緒に生活すること
を「当たり前の光景」として違和感なく
受け入れられるようになった

●	保育に深みが出て専門性が高まった
●	自分以外の存在を知り、子どもの視野が
広がった

　さらに、この取り組みを続けることについ
て、保育所の園長先生から次のような言葉を
いただいています。

異なる境遇にある子ども同士がよい刺激を
与え合い、成長することができれば大変う
れしい。子どもたちには、この世に生まれ
てきた意義や意味に気づき、感謝する気持
ちを決して忘れないでほしい。

　また、学園としても、この取り組みを通して
子どもが年齢に応じた基礎を身につけて就学
できることを期待し、かつ、保育所の困り感の
ある子どもに対して、障害児施設として相談
窓口のような役割を果たしていきたいと思って
います。
　今後もこの取り組みを続けていくことで、障
害に関する啓発につなげ、誰もが地域で活躍
できる社会になるよう、環境整備に力を入れ
ていきたいと思っています。
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■	事例発表5

地域特性を活かした地域貢献
栗原　信	氏
社会福祉法人信和会	理事長

■	地域の理解に感謝を示す奉仕活動
　私どもの法人は、山梨県韮崎市穴山町を
中心に事業を展開しています。市の人口は約
32,000人、世帯数は約12,000世帯の小さな地域
です。ここで、昭和61年に精神薄弱者更生施
設を開設したのが私の父です。
　当時はまだ、一般的に障害に対する認識が広
まっていない時代ですが、韮崎市はかねてより
理解のある地域でした。施設開設にあたり、地
域から反対や要望は特に出なかったように記憶
しています。
　父は、そのことに感謝しなければならない
と考え、施設開設当初から、利用者とともに
地域の奉仕活動に取り組みました。
　まず行ったのが、施設から1.5kmくらいのと
ころにある無人駅、JR中央本線「穴山駅」の
清掃活動です。毎週土曜日のこの清掃活動を
30年間ずっと継続していることから、先般、
JR東日本から感謝状をいただきました。
　また、駅以外にも、地域の公園や道路の清
掃活動を行っています。すると、自然に地域
の方から「お疲れ様」「きれいになったね」な
どと声をかけていただけるようになりました。
すると利用者もとても喜び、今では土曜日が
待ち遠しいといった様子です。

■	職員が地域とのパイプ役に
　私どもの法人では、この清掃活動以外に
も、さまざまな地域の活動に参加しています。
　例えば、農業の除草作業や田植えで使う育
苗パレットの移動、清掃などです。これは、
地域で農業に携わる方が高齢化しており、体
力を要する作業を行うのが難しくなっていると
のことでご相談いただいたものです。田植え
の育苗パレットには水が張ってあり、運ぶとな
ると意外と重く、重労働です。利用者には運
動になりますし、褒められることでやりがいを
感じてもらうこともできました。
　他にも、多機能型事業所で食品加工や部
品組み立て、箱折りなどの作業も行っていま
す。現在、工賃として24,000円くらいを支払う
ことができています。
　また、イベントを通じた交流も積極的に
行っています。地元の保育所と連携し、施設
にある「芝生広場」でフットサルのミニゲーム
をしたり、祭りに参加したりしています。地元
で開催する「さくら祭り」では、職員が実行委
員として参加し、利用者とともに、仮装大会
や、施設で作った野菜の販売などを行うこと
で、地域との交流を図っています。資料⑯の
左下の写真は、さくら祭りのメイン行事である

仮装大会の様子です。この祭りは、7年前に区
長と実行委員が手弁当で始めたものです。2年
前からは市から補助金がいただけるようになり
ました。
　それから、5年ほど前から開催されているサ
ンマまつりにも、職員が実行委員として参加
しています。この祭りは、日本国際ボランティ
アセンターの事務局長が穴山町の出身で、東
日本大震災の際、気仙沼市でボランティアを
行ったことがご縁で始まったものです。何か
一緒にできることはないかとの話から、気仙
沼産のサンマを取り寄せ、穴山町で祭りを行
うことになりました。焼きたてのサンマにご飯
とみそ汁、漬物をつけて700円で販売し、利益
はすべて気仙沼市に寄付しています。
　また、先に述べた農業のお手伝いの他に、
有休農耕地を買い取ったり、借り受けたりし
て、利用者の日中活動の場としても活用してい
ます。現在、十数本の桃を栽培している土地
では、夏の間に12,000〜 13,000個ほどの桃を出
荷しています。利用者には、無理のない範囲
で桃に袋をかけるなどの作業をしてもらい、
あとは、職員が朝から世話をしに行くなど、5
年ほど継続しています。
　他にも、韮崎市を拠点に社会貢献をする任
意団体のお手伝い、地域の野菜や果物栽培の
お手伝いなど、利用者が地域の中でいきいき
と活動をすることができています。
　また、法人が主催する祭りで地域に評判な
のが「地域ふれあい夏祭り」です。昨年で31
回目を開催することができ、参加者も600名を
超えるイベントとなっています。
　こうした活動は、職員が地域と利用者との
パイプ役になっているからこそ生まれ、続い
ているのだと思います。地域で利用者の活動
場所を確保するには、まず、職員が積極的に
地域と関わることが大切なのです。

■	地域とスムーズな連携を行うために
　私どもは、地域連携を進めるには、地域の
特性を理解する活動が大切でその鍵となる
「もの」「人」「情報」をうまくコーディネート
するには、職員の手腕が問われると考えてい
ます（資料⑰）。
　また、地域連携を推進するには、目的を明
確にし、タイムスケジュールを含む実施過程
を策定し、成果の適切な評価をすることが重
要です。
　福祉施設・事業所では、さまざまな活動が
行われますが、内輪だけで完結してしまいが
ちです。地域に情報が伝わらず、お互いに名
前しか知らないようでは、なかなか相手との関
わりもできません。信頼関係を築くためには、
顔を合わせ、直接、交流することが重要です。
　私どもは顔が見える活動として行事の実行委
員を担うだけでなく、活動報告やお知らせなど
を掲載した機関誌『あなやま』を制作し、町内
全500戸に直接手渡ししています。これも、利
用者の活動しやすい環境づくりに一役買ってい
ると思っています。

■	まとめ
　地域の特性を理解し、積極的に関わってい
くことは、職員の社会性を向上させることにも
なります。それが利用者の社会進出を後押し
することにつながるのは、これまで申しあげて
きたとおりです。職員と利用者、地域の方が
お互いに理解し合える環境が整ったとき、は
じめて有意義な地域連携を構築することがで
きるのだと思います。

第44回国際福祉機器展 H.C.R. 2017

平成29年
3月31日（金）必着

会　期 平成29年
 9月27日（水）〜9月29日（金）【3日間】 
会　場 東京国際展示場「東京ビッグサイト」
 東展示ホール
 （東京都江東区有明3-11-1）

H.C.R. 2017は上記の日程、会場にて開催の予定
です。
また、現在募集中のH.C.R. 2017への出展申込は、
間もなく〆切となります。
H.C.R.は今後も、介護・福祉機器の開発と普及の促
進にむけて努めてまいりますので、関係者各位の引
き続きのご支援、ご参加を賜りますよう、よろしく
お願い申しあげます。

間もなく、出展申込は
〆切となります！


